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特集 DXがもたらすヘルスケアの新潮流2020

Ⅰ　予防分野を取り巻く事業環境
Ⅱ　予防分野のDXをもたらし得るサービス
Ⅲ　予防分野におけるDXの課題・将来展望

C O N T E N T S

要　約

1 医療分野においては、一次予防（健康管理）、二次予防（重症化予防）、三次予防（再
発防止）と利用者の状態に応じたさまざまな予防の形が存在する。また、高齢者に対し
ては、できる限り自立した生活を送れるようにする、介護予防も着目されている。

2 予防の実現にあたっては健保・国保などの保険者ごとに被保険者の属性、課題などが
異なり、重点的に対処すべき疾病もその対応方法も異なってくる。しかし双方に共通す
る命題は、いかにして被保険者の意識・行動変容を喚起し、それを継続させられるかと
いうことである。昨今では、ICT・IoTの技術的進歩もあり、遠隔から常時状態をモニ
タリングすることで疾病の発症予防・重症化予防に加え、早期発見・予兆の検知などが
技術的に可能となりつつある。

3 介護分野においても、健康寿命を延伸するために、データベースを構築し、要介護状態
になるのを防ぐための生活習慣や活動を解明する、科学的介護の取り組みが推進されつ
つある。また認知症の分野では、早期発見・早期介入を支援するテクノロジーが開発さ
れている。今後デバイスの使用負荷の軽減や操作の簡素化が進めば、データに基づい
た介護予防の取り組みが進展することになると考えられる。

4 予防DXを推進し、期待する成果を得るには、若年層からもデータを取り続け、何が予
防に効果的なのかを検証するためのデータベースの構築を進めていく必要がある。それ
に加え、将来的には、実際に予防が医療・介護費の支出抑制に与える効果をエビデンス
として示さなければならない。同時に、科学的根拠に基づいて被保険者への持続可能な
インセンティブを付与する仕組みを構築できるかが、予防DX普及の鍵を握る。
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うした中で、保険者の機能を強化し、こうし
た予防に向けた取り組みを推進する動きが始
まっている。
医療分野においては、ウエアラブルデバイ
スなどを活用し、従業員の健康を維持する
「健康経営」が推進されているほか、健康保
険組合による保健事業もオンラインなどを活
用したものが増えてきている。また2008年よ
り、各健康保険組合（健保）には前期高齢者
医療制度が適用され、「前期高齢者納付金」
が課されるようになった。同制度は、65〜74
歳の高齢者の偏在による保険者間の負担の均
衡を図るため、保険者間の財政を調整する仕
組みであり、加入者の前期高齢者にかかる医
療費を基に拠出額注1が決定される。そのた
め健保にとっては、高齢者にかかる医療費を
少しでも抑制することの重要性がこれまで以
上に高まった。
介護分野では、保険者機能強化推進交付金
を活用して、介護予防や重度化防止に向けて
一定の目標を達成した都道府県・市町村に対
して財政的なインセンティブを交付する仕組

Ⅰ	予防分野を取り巻く事業環境

1 予防分野の定義
医療分野においては、一口に予防といって
も一次予防（健康管理）、二次予防（重症化
予防）、三次予防（再発防止）と利用者の状
態に応じたさまざまな形が存在する（図 1）。
また、高齢者に対しては要介護状態になるの
を遅らせ、できる限り自立した生活を送れる
ようにする介護予防も着目されている。
本稿では、特に、二次予防と三次予防につ
いて、保険者の視点から記すとともに、介護
予防における取り組みについても考察した
い。

2 制度環境
高齢化の進展に伴い、医療費・介護費の増
大が取り沙汰されている。今後ますます高齢
化が進展することが見込まれる中で、疾患や
要介護状態になるのをできるだけ早期に発見
し、健康状態を保つことで、医療・介護費を
抑制することが喫緊の課題となっている。そ

図1　予防の分類と本稿の範囲

本
稿
の
範
囲

予防医学の分類 一般的なソリューション たとえば、糖尿病の場合の
ソリューション

人工透析

食事・運動・生活習慣

将来的に
遺伝子診断

医療用
医薬品

三次予防
かかってしまった病気の悪化、

再発を防ぐ

治療・アフターケア・
リハビリテーション

早期発見（健康診断）
早期治療

生活習慣改善・運動
予防接種による発症予防

遺伝子・環境因子など
発症メカニズムの解明
体質を知った上での健康づくり

二次予防
病気がひどくなる前に

見つける

一次予防
病気にならないように

気をつける

0次予防
病気になるはるか手前で
先手を打って予防

出所）予防医学の分類を基に作成
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療機関にいなくともバイタルデータや医療関
係の情報を入手できるようになった。また、
そうしたデータを医師や専門職と共有し、サ
ービス提供に役立てることもできるようにな
ってきている。先進国では、既にウエアラブ
ルデバイスを活用して健康管理を行ったり、
血糖値や心電図の情報を医師と共有したりと
いった取り組みが始まっている。
介護分野では、CHASEの構築を通じて、
データを基にどういった介入を行えば要介護
状態になることを遅らせられるかといった研
究が推進されようとしている。高齢者の生活
習慣とその後の状態といったライフタイムデ
ータの分析により、健康寿命を延伸させる上
でどのような活動や生活習慣が望ましいかが
解明されるのもそう遠い未来ではない。
医療・介護どちらにおいても、目指すべき
は早期発見・早期介入である。そのために
も、日常の生活に関するさまざまなデータを
収集・分析した上で、異変や疾患などの兆候

みが動き出した。こうした動きと連動するよう
に、国では科学的介護データベース（CHASE）
の構築や、可視化システムの活用など、政策
的にもデータを活用した介護サービスの提供
を目指している（図 2）。また、認知症分野
でも19年に「認知症施策推進大綱」が新たに
取りまとめられ、生活習慣の改善などを含
め、70歳代での認知症の発症を10年間で 1歳
遅らせることを目指す方針が打ち出された。
こうした予防に関する取り組みが推進され
る中で、デジタル技術の活用は必要不可欠で
ある。特に保健福祉分野においては、患者や
高齢者に対して直接介入する専門職の数は潤
沢ではなく数に限りがあることから、より広
い層に対してアプローチするためには、オン
ラインやAIなどを活用した非対面での介入
などが求められてくる。

3 予防分野のDXの目指す姿
近年では、デジタル技術の発達に伴い、医

図2　介護領域のデータベースの内容

介護保険総合データベース

通所・訪問リハビリテーションの質の評価データ収集等事業のデータ

上記を補完する介入、状態などのデータ

● 要介護認定情報、介護保険レセプト情報が格納
● 要介護認定および請求・支払いの際に保険者が収集。
　2018年度よりデータ提供義務化

● 新たに構築。収集内容は主に本検討会で議論
● 通称「CHASE」（Care, HeAlth Status & Events）
● 収集経路は、今後、収集内容を踏まえて検討

介護保険総合
データベース

● 通所リハビリテーション事業所、訪問リハビリテーション事業所からリハビリテー
ション計画書などの情報を収集（現時点で100カ所弱。今後事業所数を拡大予定）

● 通称「VISIT」（monitoring & eValuation for rehabIlitation ServIces for long-Term 
care）

● 収集経路は今後検討（現時点では、匿名化の上でインターネットを通じ収集）

通所・訪問リハビ
リテーションの質
の評価データ収集
等事業のデータ

上記を補完する
介入、状態などの

データ

注）医療や健診のデータとの連結についても、IDの突合などの諸問題を解決しつつ進めていく
出所）厚生労働省資料を基に作成



27予防DXによる意識・行動変容の実現

れる。それぞれがカバーしている年代は異な
っており、65歳以上の年代では、国保の割合
が高くなる（図 3）。

年代以外にも、それぞれの健保で加入者の
属性、ガバナンスの構造（保険者の数）、収
入・支出のバランスが異なるため、予防の目
的、有効な打ち手が変わってくる（表 1）。
以下、保険者の中でも規模が大きく、組織
的な取り組みを展開しやすい企業健保と国保
の予防分野における取り組みについて説明す
る。
さらに、本稿では、こうした予防技術が在
宅医療、介護分野においてどのような形であ
ればビジネスとして普及していくのかを論じ
つつ、その打開策について提言する。

（2）	 重症化予防・再発防止の取り組み

医療分野における予防においては、疾病予
防のほか、重症化予防や発作などの再発防止
が大半を占める。疾病に罹患することがあら
かじめ分かっているのであれば、当然ながら

をいち早く発見して介入することが求められ
る。先にも述べたように、センサーや情報通
信などの技術進歩により、ウエアラブルデバ
イスが高機能かつ低価格化したことで、ユー
ザー数が拡大しより多くのデータを集めるこ
とが可能になった。今後も利用者に関するデ
ータ収集が効果的に進めば、生活習慣の類型
や体質、既往歴などの情報を基に、ユーザー
の疾患リスクなどを予測する精度の高いモデ
ルの構築が可能となる。また、どういった介
入を行うことで予防的効果があるかを分析す
ることで、デジタル技術を活用した予防が可
能になるだろう。

Ⅱ	予防分野のDXをもたらし得る
	 サービス

1 医療分野
（1）	 保険者（ペイヤー）の全体像

日本の健康保険組合は、大きく分けて、国
民健康保険（国保）、協会けんぽ、健康保険
組合（企業健保）、共済組合の 4つに分類さ

図3　主な保険者のカバレッジ

年齢 保険者のカバレッジ

75歳以上 約1,800万人
後期高齢者医療制度

約1,250万人

約1,920万人

自営業者、
年金生活者、

非正規雇用者など

約3,750万人

中小企業の
サラリーマン

約2,740万人

大企業の
サラリーマン

約840
万人

公務員

国民健康保険 協会けんぽ 健康保険組合 共済組合

約320万人 約90
万人

約10
万人
約10
万人

65歳以上
～ 74歳

～ 65歳

注）人数は令和元年度予算ベース
出所）厚生労働省「我が国の医療保険について」を基に作成
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予防に向けた本人の意識や実際の行動も大き
く変わってくる。しかし、将来の疾病リスク
を確かな確率として把握することは、現在の
技術では不可能である。そのため、予防・未
病のための具体的な行動をとれている層はま
だまだ少数である。医療・介護保険者につい
ても例外ではなく、被保険者の大半が自身の
健康増進のために、継続的に努力しているか
といえばそうではない。
続いて保険者に目を向けてみると、高齢者
を多く抱える国保と企業雇用者の多くが加入
する企業健保などでは、その取り組みや意
識・考え方が異なっている。特に、加入して
いる層の違いもあり、被保険者が罹患してい
る疾病の構造も大きく異なっているため、一
概に予防といってもその方向性は異なる。
会社員として企業に勤める層が大半を占め
る企業健保であれば、生活習慣病予防に重点
が置かれるが、高齢者の比率が高い国保であ
れば終末期医療や心不全、がんなどが医療費
支出の多くを占めている。中でも心不全など
は、初発発作から死亡に至るまでに数回の発

作を起こすことが一般的であるが、 1回当た
りの入院費用には総額で200万円近い医療費
支出が必要になる。そのため、国保からみれ
ば、とにかく発作を起こさないよう患者の医
学的な管理を実施することが、医療費抑制の
観点で重要である。なお、これは心不全に限
ったことではなく、糖尿病の重症化予防・脳
梗塞の予防など、健康寿命注2を害するすべ
てのライフイベントに共通していえる。言い
換えれば、予防できるものはすべて予防し、
死亡時年齢と健康寿命の乖離を可能な限りゼ
ロに近づけることが求められている。
先述したように、疾病の多くは重症化する
ほど医療費支出が増大することを踏まえれ
ば、疾病の医学的管理・モニタリングは患者
本人（被保険者）のみならず、保険者として
も効果が望めるものがあれば積極的に取り入
れたいものである。実際、海外の医療保険者
の中には、被保険者に対して厳格な医学的管
理の履行を遵守するよう求めているところも
あり、被保険者側の努力不足などが認められ
れば、保険償還の見送りや自己負担額の増額

表1　主な各健康保険組合（ペイヤー）の特徴

国民健康保険
（うち市町村国保のみ） 協会けんぽ 健康保険組合

保険者数 1,716（地方自治体単位） 1 1,394（企業／企業グループ単位）

加入者属性 自営業者、年金生活者、
非正規雇用者など 中小企業のサラリーマン 大企業のサラリーマン

加入者数 2,870万人 3,893万人 2,948万人

加入者平均年齢 52.9歳 37.5歳 34.9歳

加入者一人当たり医療費 36.3万円 17.8万円 15.8万円

加入者一人当たり平均保険料 8.7万円 11.4万円 12.7万円

課題
● 医療費適正化
● 介護予防

● 医療費適正化
● 企業従業員の健康課題

● 医療費適正化
● 企業従業員の健康課題

注）年度が異なるため、図3の人数とは一致しない
出所）厚生労働省「我が国の医療保険について」などを基に作成
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といった措置を講じている事例も存在する。
一方でわが国では、被保険者に対して一定の
自助努力を求めたり、取り決めを履行しなか
ったからといって保険償還が認められなかっ
たりする例は存在しない。
以降では、健保・国保における実際の予防
のための取り組みのうち、特にICTの活用な
どデジタルトランスフォーメーション（DX）
が進みつつある予防施策について論じたい。

（3）	 健康保険組合（企業健保）の取り組み例

企業健保の取り組みは、かかっている医療
費の多寡に加えて、企業活動の視点で予防に
取り組んでいることが特徴的である。その理
由は、企業健保は、基本的に事業主が単一企
業（複数企業からなる総合健保組合は除く）
であり、企業側の人事部と共同で加入者・社
員の課題に対応する点（コラボヘルス注3）
である。具体的には、「健康経営」という言
葉で表現される働き方改革、ダイバーシテ
ィ、インクルージョンの取り組みとセットに
なる点である。よって、糖尿病や脳梗塞など
の生活習慣病の予防に加えて、禁煙対策、精
神神経系疾患や、婦人科系疾患についても取
り組みを行っている。
なお、経済産業省が企画・運営をしている
健康経営優良法人認定制度の申請書類におい
て、2019年度より新たにアブセンティズム
（欠勤や休職など、業務に就けない状態）、プ
レゼンティズム（勤務しているが、パフォー
マンスが上がらない状態）についても記載が
必要となっており、社員の働き方改革と予防
が密接に関係していることが分かる。
企業健保の予防施策の一般的な施策例を表
2に示す。この疾患分類の中でも、生活習慣

病（メタボ系）、悪性新生物、精神神経系に
ついては、重症度が増すとともに医療費が非
連続的に増加する（図 4）。生活習慣病（糖
尿病）の場合、重症化すると医療費が約100
倍（軽度の約500倍）ともいわれ、さらにい
ずれの疾患も一度重症化すると改善見込みが
低く、長期的に高額な医療費が必要となるた
め重症化を予防する取り組みが重要である。
生活習慣病に関する一次予防においては、
ウエアラブルデバイスを利用した血圧、心拍
数、歩行数、睡眠時間などの生体データの収
集・利用が一般的になってきている。人間ド
ックなどの検診データと合わせて、Webサ
イトの個人ページでの閲覧環境を整備するこ
とで、自己管理を促す取り組みを行ってい
る。健診の結果、生活習慣病の発症リスクが

表2　企業健保における予防施策の例

分類 予防施策の例

医
科
医
療
費

メ
タ
ボ
系

基礎
疾患

● 特定健診／特定保健指導の徹底
● 健康イベント／チャレンジ企画などの実施
● 禁煙外来・禁煙キャンペーンの実施

重症
疾患

● 精密検査勧奨
● 通院勧奨
● 生活習慣病重症化予防
　（教育入院／遠隔指導など）

悪性新生物
● がん検診の必須化
● 精密検査勧奨
● ABC検診（胃がんリスク分類）実施

精神神経系疾患

● 心の相談窓口の設置
● 事業主への情報提供、原因究明
● 事業主による管理職研修
● 睡眠セミナー／管理アプリの導入

婦人科系疾患
● リテラシー向上、相談窓口の設置
● 精密検査勧奨

消化器系疾患
● 精密検査勧奨
● 飲酒習慣改善セミナーの実施

歯科医療費・調剤費
● ジェネリック転換
● 調剤費のかかる生活習慣病予防

前期高齢者医療費 ● 前期高齢者予備群に対する重症化予防など

出所）NRIヘルステック事業 健康経営関連資料および各企業健保の事業（取り組み）
を基に作成
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高い加入者・社員に対しては、特定保健指導
（保健師、管理栄養士などの専門スタッフが
生活習慣を見直すサポートを実施）がなされ
るが、スマートフォンでの遠隔指導など、
ICTが活用されている例が多い。スマートフ
ォンを活用した遠隔指導は、従来の電話指導
より高い頻度でコミュニケーションが取れる
ため、継続率が高く、適切なタイミングでの
通院を促すことで不必要な通院の削減ができ
るため、疾患の予防や医療費適正化効果が見
込める。
生活習慣病の予防領域では、今後、医療・
検診・日常のヘルスケアデータの蓄積によ
り、疾病リスク可視化の精度が高まることが
想定される。また企業健保は、国保、協会け
んぽと比較し、加入者に対するガバナンスが
効きやすいため、生活習慣病に関するソリュ
ーションの活用がしやすい環境にある。

悪性新生物（がん）の二次予防では、非侵
襲性・高精度化の検査手法（血液、尿検査、
呼気検査など）の研究開発が進んでいる。個
人による早期発見では、温度や形状変化での
乳がんデバイス開発例はあるが、まだ商用化
段階にはない。
精神神経系疾患では、既に一次予防段階
で、睡眠改善アプリやeラーニングなどで
IoTの仕組みが実用化、活用されている。二
次予防についても、スマートフォンやメガネ
型端末で声のトーン、言葉遣い、顔の表情で
メンタルの不調を早期発見するソフトウエア
が研究開発段階にある。精神神経系疾患で
は、呼吸や脈拍などの生体情報だけでは検知
ができないため、他情報と合わせた検知のア
ルゴリズムが必要となる。2015年より50人以
上の事業所においては年 1回のストレスチェ
ックが義務化されているが、それでは頻度が

図4　重症化予防の重要性

重症化

生活習慣病

悪性新生物
（がん）

精神神経系
疾患

健常者

健常者

メタボリック
シンドローム

高血圧

高脂血症

糖尿病

初期がん

軽度

予備群
患者（軽度） 患者（中・重度）

左記疾病を
2つ以上罹患

または

動脈硬化を
発症

重症患者

脳血管疾患

心疾患

腎不全

末期がん

重度
（休職・入院）

患者

出所）NRIヘルステック事業 データヘルス計画関連資料より作成

● 重症化すると医療費が増加（例：糖尿病軽度通院：約30万円／年⇒腎不全（人工透析）：約600万円／年、高血圧
症軽度通院：約20万円／年⇒脳血管疾患罹患による入院：約350万円／ 1回）

● さらに、いずれの疾患も、一度、重症化すると改善の見込みが低く、長期的に高額な医療費が必要
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十分とはいえず、また主観データであるた
め、客観データも含めて定点観測ができる仕
組みの構築が待たれる。

（4）	 国民健康保険組合の取り組み例

国保は、被保険者の年齢構成をほかの健保
組合と比較すると、特に高齢者が多い。その
ため、生活習慣病の予防的取り組みとして、
まだ罹患していない人々の発症予防などのポ
ピュレーションアプローチが進められるだけ
でなく、最近では既に生活習慣病を患ってい
る被保険者の重症化をいかに予防するのかと
いったハイリスクアプローチも進められつつ
ある。
一例として埼玉県では、糖尿病性腎症の予
防に向けた健康増進活動が進められており、
年間の医療費支出が膨大な透析患者の抑制に
向けた取り組みを進めている。また、兵庫県
尼崎市では、医療レセプトの分析を通じ、脳
卒中や心筋梗塞、人工透析に要する医療支出
を可視化した上で、地域住民の疾病予防を目
的とした健康増進活動を推進した。さらに市

では民間企業と共同して「未来いまカラダポ
イント」と呼ばれる取り組みを進め、健康向
上に役立つ商品やサービスを市民が購買・利
用することで健康ポイントを付与するといっ
たインセンティブ設計を取り入れることで、
市民の健康増進を実現している。実際、尼崎
市では、一連の取り組みを通じて、2008年度
からの 7年間で 1人当たりの医療費を約 1万
円抑制している。市全体では、約13億円の医
療費抑制に寄与したことになる。一連の事例
からは、被保険者個人の活動状況やバイタル
データを管理することの重要性が垣間見え
る。これまでの事例は、レセプトの分析とい
った、既存のデータベースを分析し、解決の
糸口を可視化したことが取り組みの成功要因
であった。こうした取り組みは、予防DXに
おけるポピュレーションアプローチの代表的
なものである。
一方、ハイリスクアプローチに目を向ける
と、まだICTやセンサーなどDXを遂げた取
り組み事例は実証実験の域を出ていない状況
にあるが、このような取り組みの実現に向け

図5　心不全発症～終末期にかけての身体機能の推移

身体機能の
推移
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補 助 人 工 心
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治療

● 心不全原因
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● 再入院予防に向けた
日常管理

● 急性増悪時には症状
の程度に応じた適切
な急性期治療

急性増悪（入院管理）

（心不全の治療と連携した）緩和ケア

（軽症）

（重症）
（突然死）

（学会ガイドラインにおける）慢性心不全

心臓以外の病気

急性心不全

慢性心不全

急性期と安定期を
繰り返す

心臓の機能低下 生活習慣

心不全の進行

出所）厚生労働省「脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供体制の在り方について」（2017年7月）
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て幅広い技術開発が進められている。たとえ
ば、ウエアラブルデバイスを用いた遠隔モニ
タリングによる重症化予防などは、今、最も
効果が期待される現実的なアプローチの一つ
といえる。実際に、体温、脈拍、血圧、
VO2注4、呼吸数などをモニタリングして、
体調を崩す前兆を予知する取り組みなどが実
験的に進められている。ただし、一連のデー
タをいかに処理し、緊急時にどう活用するの
かといったサービス全体までを描けている事
例は、こうした機器を医療機器として扱うの
か健康増進機器として扱うのかなどによっ
て、打てる施策も使えるリソースも限られる
ため、いまだ少ないというのが実情である。
ここで、遠隔モニタリング技術を活用した
将来のベストプラクティスとなり得る取り組
みについて紹介したい。たとえば、心不全注5

は発症から死亡に至るまでに複数回の発作を
起こすものである（図 5）。一度発症すると
完治することはなく、 5年後生存率は約50％
にとどまる。
心不全の遠隔モニタリングでは、事前に血
中の水分量や脈波など複数のバイタルデータ
を解析することで、事前に発作の予兆を捉え
る技術の開発が進んでいる。なお、心不全は
疾病の特徴として患者の約 9割が65歳以上の
高齢者に集中しており、健保や民間生保では
それほど重視されていない領域の一つであ
る。一方で、高齢者の多く加入する国保で
は、25年までに起こると予想される心不全パ
ンデミック注6を予知しつつも効果的な対策
を打ち出せておらず、焦りを募らせている。
前述した通り、近年ではウエアラブルデバ
イス装着により、低侵襲もしくは非侵襲で患
者のバイタル情報を常時モニタリング・記録

する技術が開発されつつある。また、心拍数
などの把握についても、昨今、時計型活動量
計などの普及により一般的なものになりつつ
ある。このように、ウエアラブルデバイスを
活用した遠隔モニタリングに関しては、技術
的な障壁はほぼ解消されつつあるが、普及し
ない要因として着用者の利用が継続しないこ
となど、技術以外の理由が多く挙げられるよ
うになった。オンライン診療に関する議論の
歴史を振り返ってみても、わが国において
は、遠隔モニタリングによる状態維持や、急
性増悪の抑制などが期待できる 9疾病が既に
整理されている（表 3）。
一方で、誰がモニタリングをするのか、と
いう観点や、仮に重症化を防げなかった場合
の責任の所在など、医学的管理をいかに実施
するのかという点が、遠隔モニタリングを実
施する際に調整しなければならない一番のポ
イントとなっている。このほかにも、医学的
管理を実施する場合は診療報酬をどの項目で
算定するのかという点や、そもそものモニタ
リングデバイスを医療機器として承認させる
必要があるなど、その導入のハードルも高
い。遠隔モニタリングによる疾病の重症化予
防については、その効果が期待される一方
で、運営面での課題が山積している。
また、資金面でもこうしたウエアラブルデ
バイスの導入は難しい。心不全であれば一回
当たりの一連の入院費が高額であるため、予
兆検知により入院回数を減らすことで医療費
支出を抑制することが可能である。その一方
で、実際にウエアラブルデバイスを導入した
医療経済性の検証などがなされていないだけ
でなく、ウエアラブルデバイスの費用負担に
ついても、国保、被保険者個人、医療機関の
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定されるようになった。これまでは、体内植
込式心臓ペースメーカーなどを使用している
患者に対して、医師が遠隔モニタリングを用
いて療養上必要な指導を行った場合や、喘息
治療管理に際し、ピークフローメーターを活
用して検査値などを活用した医学的指導を実
施した場合にのみ算定が認められてきた（表
4、 5）。
昨今では、情報通信機器、センサーなどの
ICTを活用した疾病管理が進められつつあ
る。現時点では上述した疾病にのみ医療保険
の算定が認められているが、今後は、血圧、
心拍（心電図）、自己血糖、聴診器などを活
用した遠隔モニタリングが進むと筆者らは考
えている。特に、糖尿病患者の血糖管理など
がウエアラブルデバイスのレーザー測定など
で可能になれば、糖尿病の管理の姿が大きく
変わることになる。また、血圧や心拍なども
生活習慣病の疾病管理という観点から、重症

いずれが持つのかといったことなど、決着さ
せなければならない課題も多い。

（5）	 健康保険組合に限定しない

	 取り組み（遠隔モニタリング）

このように遠隔モニタリングにより重症化
を間際で予防できるようになれば、被保険者
は健康面・経済面で、保険者は経済面でメリ
ットを享受できるようになると考えられる。
なお、遠隔モニタリングについては、厚生労
働省の諮問機関である中医協においても議論
がなされており、遠隔モニタリングによる医
学的管理が期待できる疾病が具体的に挙げら
れている。
2018年の診療報酬改定では、新たにCPAP

（在宅持続陽圧呼吸療法）、在宅酸素療法に関
しては、情報通信機器を備えた機器を活用し
たモニタリングを行い、療養上必要な指導管
理を行った場合に遠隔モニタリング加算が算

表3　遠隔モニタリングによる病勢管理が奏功しやすい患者像・疾病群

項目 概要

在宅酸素療法を
行っている患者

在宅酸素療法を行っている患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、心電図、血圧、脈拍、
呼吸数などの観察を行い、在宅酸素療法に関する継続的助言・指導を行うこと

在宅難病患者 在宅難病患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、心電図、血圧、脈拍、呼吸数などの
観察を行い、難病の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

在宅糖尿病患者 在宅糖尿病患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、血糖値などの観察を行い、糖尿病
の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

在宅喘息患者 在宅喘息患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、呼吸機能などの観察を行い、喘息の
療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

在宅高血圧患者 在宅高血圧患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、血圧、脈拍などの観察を行い、高
血圧の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

在宅アトピー性
皮膚炎患者

在宅アトピー性皮膚炎患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、アトピー性皮膚炎など
の観察を行い、アトピー性皮膚炎の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

褥瘡のある在宅
療養患者

褥瘡のある在宅療養患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、褥瘡などの観察を行い、
褥瘡の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

在宅脳血管障害
療養患者

在宅脳血管障害療養患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、運動機能、血圧、脈拍な
どの観察を行い、脳血管障害の療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

在宅がん患者 在宅がん患者に対して、テレビ電話などの情報通信機器を通して、血圧、脈拍、呼吸数などの観察を行い、
がんの療養上必要な継続的助言・指導を行うこと

出所）中央社会保険医療協議会第367回資料より作成
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表4　オンライン診療による幅広い有効性が認められ得る医療形態の整理

表5　遠隔診療（情報通信機器を用いた診療）と診療報酬上の評価

診療形態 診療報酬での評価

医師対医師
（DtoD）

医師対患者
（DtoP）

情報通信機器
を用いた診察

情報通信機器
を用いた遠隔
モニタリング

● 電話などによる再診
患者の病状の変化に応じ療養について医師の指示を受け
る必要のある場合であって、当該患者またはその看護に
当たっている者からの医学的な意見の求めに対し治療上
必要な適切な指示をした場合

医師が情報通信機器を用いて患者と離れた場
所から診察を行うもの

情報通信機能を備えた機器を用いて患者情報
の遠隔モニタリングを行うもの

情報通信機器を用いて画
像などの送受信を行い、
特定領域の専門的な知識
を持っている医師と連携
して診療を行うもの

● 心臓ペースメーカー指導管理料（遠隔モニタリング加算）
体内植込式心臓ペースメーカーなどを使用している患者
に対して、医師が遠隔モニタリングを用いて療養上必要
な指導を行った場合

● 遠隔画像診断
画像を他医療機関の専門的な知識を持っている医師に送
信し、その読影・診断結果を受信した場合

● 遠隔病理診断
標本画像などを他医療機関の専門的な知識を持っている
医師に送信し、診断結果を受信した場合

（参考）遠隔医療形態モデル（地域医療基盤開発推進研究事業 遠隔診療の有効性・安全性の定量的評価に関する研究報告書より抜粋）

モデル名称 説明

1 専門的診療支援
テレラジオロジー、テレパソロジー、ホルター心電図解析など、特定領域の専門家に専門的診断を委託する
モデル（DtoD）。異なる専門領域で、診断能力の差が大きく、依頼者が提供者の能力を習得することは必ず
しも狙わない

2 救急医療支援 救急医療の場で、当該医療機関に搬送された患者の治療を当該医療機関の救急医が診られない場合の各種支
援（DtoDtoP）。二次搬送トリアージ、二次搬送しない場合の治療指導などの事例がある

3 在宅医療への適用（ケア）
在宅医療の患者に、訪問診療の間に遠隔診療でフォローを入れる。訪問看護師の訪問日など、患者側に医療
者がいれば実施するDtoNtoP／ DtoDtoPなどがある
対象者は在宅医療の患者だけでなく、一般患者への診察もあり得る（DtoP）

4
専門医の支援、現地研修
（同科支援）

医師不足病院に、研修医の診察もしくは専門領域が異なる疾病の患者診察を行う場合、専門診療科や大学医
局から支援を行う場合。同診療科・医局内支援でDtoDtoPを実施する場合や遠隔カンファレンスなどの形態
がある。異科支援の場合は、へき地医療などで「依頼者の診察能力向上（支援を受けずに診察する能力の習得）」
を目指す場合を含める

5 慢性疾患の重症化予防 心臓ペースメーカー、喘息患者の呼気量、慢性心不全患者の血圧・体重など、モニタリングして日常の指導
や早期通院・入院による「再入院抑制」「増悪抑制」を行う

6 健康指導・管理 保健師などによるモニタリングでの健康指導、メールやテレビ電話による特定保健指導、重症ではない患者
への診察による重症化予防。老人ホームなどの入居者を病院から管理するケースなども考えられる

7
地域プライマリケア支援
（専門診療＝医科支援）

総合診療医（相当）が、他科専門医のバックアップを受けながら、離島・中山間地やへき地での診療を行うケー
ス、他科専門医が地域看護師を指導して診療する場合も含める。日本国内での実践例は少ない

※「遠隔医療提供体制に関する機能・形態評価案の検討」（長谷川高志、群馬大学医学部付属病院）において、遠隔医療の実態調査などを踏まえて、複数地域
で実践例があり、幅広く有効性がありそうな医療形態について整理されたもの
出所）地域医療基盤開発推進研究事業 遠隔診療の有効性・安全性の定量的評価に関する研究報告書より作成

初診に相当するものとして検討を行うもの

● 遠隔モニタリングを活用した健康相談および遠隔での診察を契機とした医療機関への受診　など

再診に相当するものとして検討を行うもの

● 喘息患者の呼気量、慢性心不全患者の血圧・体重などのモニタリングを用いた日常の指導による重症化予防　など

※本事項についてはあくまで今後検討を行う事項として示したものであり、報酬上の評価の取り扱いに
ついては中央社会保険医療協議会において審議されるものである

出所）中央社会保険医療協議会第367回資料より作成
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の役割が増大してきている。そうした中で、
要介護認定前の高齢者に対しても、身体機能
の改善や維持に貢献する取り組みを行った自
治体に対して、交付金を付与し、積極的な介
入を促進している。
自立支援を行う上で、特に介護予防の場と
して「通いの場注7」が注目されている。こ
うした通いの場への参加状況をスマートフォ
ンやQRコードを活用して把握し、ほかのデ
ータベースと突き合わせて分析に役立てると
いった実証も一部の自治体では行われている
（図 7）。
しかしながら、高齢者がどういった活動を
行っているかを広く把握し、予防に役立てる
ためには、このような通いの場などの活動の
一部を切り出して把握するだけでは不十分で
ある。予防に資する活動は、通いの場に限定

化予防のための潜在的な可能性が高い。
今後の国保においては、前述の通り生活習
慣病患者が多い被保険者構造を有しているこ
となどを考慮すれば、遠隔モニタリングの活
用による重症化予防などについては、技術の
進展・普及と合わせて、積極的に取り組んで
いく必要があるのではないか。

2 介護分野
介護分野においては、保険制度の違いか
ら、医療とは異なり、要介護認定前と要介護
認定者ではかかわり方が変わる。保険が変わ
ると使えるお金が変わるだけでなく、関与す
る職員や専門職も変わってくる（図 6）。

（1）	 元気高齢者の介護予防

介護分野においては、保険者である自治体

図6　介護給付の違いと受けるサービス
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出所）厚生労働省資料より作成
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使い、自宅や施設などで脳トレーニングを実
施できるようなアプリケーションも開発され
ている。ニッセイ情報テクノロジーは、モニ
ターやタブレット型端末を使って、問題形式
で脳をトレーニングするシステムを開発して
いる。現在、ある程度健常な入居者の多い自
立型や住宅型の有料老人ホームを中心に展開
しており、今後は自治体の通いの場などでの
活用を目指している。
現状では、こうした認知症の早期発見や対
策については明確なインセンティブが存在し
ないことから、介護事業所などが付加サービ
スとして実施しているに過ぎない。また、単
発的に実施されるにとどまるため、時系列で
データを蓄積することができていない。本来
であれば、早期発見と早期介入による予防効
果が見込まれれば保険料増大を抑止できるこ

されるものではない。農作業や買物、スポー
ツクラブや趣味など、社会参加の活動すべて
が関係している。今後、スマートフォンやウ
エアラブルデバイスが高齢者にも普及した際
には、位置情報やセンサーを活用して、どこ
にどれくらいの頻度で行っているかといった
データを使うことで、より精度の高い分析が
可能になるだろう。

（2）	 認知症の予兆検知と早期介入

認知症の分野では、センサーを活用して早
期に発見する技術が進展しつつある。MCIと
呼ばれる認知症の初期段階には、さまざまな
兆候が出るといわれており、近年は音声や歩
行様態、脳波、話し方などをセンシングし、
予兆を検知する技術が見られる（表 6）。
さらには、タブレット型端末やモニターを

図7　「通いの場」の参加状況把握実証の全体像

（高齢者から行政への）QR発番の申請

見守り・状況確認（見守り）
参加しなくなった高齢者の見守り・様子の確認など

自宅

高齢者

行政担当者

（将来的には）
介護レセとの連結など

（将来的には）日常生活の状況・自宅での状況など
ADL/IADLの情報更新を実施

ヘルパー ケアマネジャー

保健師

地域包括支援センター

CSV

（将来的に）高齢者の
状態像などの情報を入力

半年に一回程度の状態入力

LGDB

1

2 3 4 5

6

7 8

9

10

11

12

QRコードの割当・送付

各種案内・URLなどの送受信 リマインドメールの送受信

QRコードの提示

スマホ・タブレットによる
出欠情報などの読み込み

実施内容などの入力

要対処者の情報提供

データ送付

データ突合

地域分析の実施

各種の地域分析の実施

通いの場A

通いの場B

通いの場C

出所）野村総合研究所「令和元年度老人保健健康増進等事業 地域介護予防活動支援事業の推進のための手法に関する調査研究事業」より作成
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きに予防給付金を受け取れる。さらに認知症
と診断された場合には、保険料が支払われる
という仕組みである。

（3）	 介護分野における予防DXの要諦

介護の分野では、医療と異なり、予防とは
いっても完全にその疾患・状態になることを
防げるものではなく、発症を遅らせ、健康な
状態である期間を少しでも延ばすことが目的
である。そのため、早期発見を行うだけで
は、「早期発見・早期絶望」ともなりかねな
い。発見後の介入サービスも含めて包括的な
サービス提供を行うことが最も重要である。
また、いかにデジタル技術が進歩し世の中
に普及したとはいっても、まだまだ高齢者に
デジタル技術が普及・浸透したとは言い難
い。筆者らが高齢者を対象にスマートフォン
などを活用した実証事業では、スマートフォ
ンに機能制限がかかっていたり、通話以外の
機能の利用経験のない高齢者の多さに驚くと

とから、保険者である自治体に導入してもら
うことが望ましい。しかしながら、現状で
は、その投資効果が不透明であることから、
なかなか導入が進まず、一部の自発的な採用
に限定されている。こうした状況を打開する
ためにも、まずはきちんとしたエビデンスの
構築を行い、長期的にどのような経済的効果
があるのかを数値で示すことが重要であると
筆者らは考えている。
ここで、早期発見から介入・治療までの一
連の流れをカバーする萌芽的事例を紹介す
る。太陽生命保険では、認知症予防を保険で
カバーするような仕組みを構築している。加
入者には専用のアプリを通じて、スマートフ
ォンを使って歩行速度の計測を行い、認知症
の初期症状に対してのアラートを行う。ま
た、脳トレーニングができるアプリも提供
し、自宅で簡単に認知症の予防ができるよう
にしている。予防の取り組みを支援し、認知
症にならずに維持している場合には、 2年お

表6　認知症検知技術の例

技術 企業名 サービス概要

行動 パナソニック

家電のリモコン操作など、日常生活の中で認知機能の低下を検出。国立循環
器病研究センター（国循）と共同で、認知症の前段階である軽度認知障害（MCI）
の早期発見に関する共同研究を開始した。2020年2月に開業したサービス付
き高齢者向け住宅「エイジフリーハウス吹田健都プレミア」にセンサーを設
置するなどして、入居者の行動と認知機能の変化との相関性を研究している

視線 アイ・ブレインサイエンス

タブレット型端末に表示される映像から、直前に覚えた図形や種類の違う絵、
計算結果の数字を見つめて回答する。タブレット型端末のセンサーで視線を
検知し、正解率や正解にたどり着くまでの時間などを解析する
病院での診断支援用と、一般向けのスクリーニングテスト用としてそれぞれ
実用化を目指す。診断支援用のソフトウエアは医療機器として承認申請する
予定で、2022年の販売開始を想定する。専門医でなくても、身近な医療機関
で認知機能を調べることができるようになる

音声 日本テクトシステムズ
音声から音声特徴量を抽出し、AIが解析することで、認知機能の変化をチェッ
クするアプリ「ONSEI」を提供。千葉県長生村では、自治体主導で高齢者向
け健康教室で使用

出所）各社Webサイトおよび日経メディカルより作成
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きなかったからといって、医療を受給するに
あたって生活習慣病の治療費を多めに支払っ
たり、自己負担の割合が上がったりなどとい
ったペナルティを受けることはない。
予防医療・介護予防の拡充は、これまで予
防的な活動、とりわけ重症化予防の領域での
み保険給付が認められてきた。予防領域にお
いてDXを推進するということは、医療・介
護の提供体制スキームではカバーしてこなか
った領域の患者・利用者に対し、新たなアク
セススキームを提供することと同義である。
逼迫する医療・介護資源を浪費しないように
するための先進的な取り組みである。そのた
め、状態が悪化してから救急車で運ばれた
り、医師の往診をお願いしたりするのではな
く、遠隔でモニタリングされ、バイタルや検
査数値を通じてかかりつけ医への早期受診、
専門医療機関への入院を促すものである。こ
うした取り組みが奏功すれば、医療機関とし
ても平均入院日数を削減できるほか、かかり
つけ医にとっても患者の状態管理を簡便かつ
機械的に実施できるようになることが見込ま
れる。
しかし、誰が患者のモニタリングを実施す
るのか、万が一機器が反応しなかった場合の
責任の所在はどうなるのかなど、解決しなけ
ればならない課題も残っている。ICTで健康
管理を実施し、予兆や異常を検知次第、早期
の介入を図るモデルは、医療に限らず療養す
る介護サービス利用者のほか、健康不安を抱
える現役層にとっても有益なサービスといえる。

2 予防DXの普及に不可欠な
 サービス設計のあるべき姿
現状のサービス提供実態に目を向けると、

ともに、実証方法の変更を余儀なくされたケ
ースも少なくない。
こうした事実を踏まえると、今後は高齢者
に対して予防DXの普及を試みるのであれ
ば、いかに利用者のツール使用負荷やデバイ
ス操作の簡素化を施した仕掛けを作れるかが
成功の鍵を握る。さらには、利用者側がウエ
アラブルデバイスを装着するだけで、自動的
にセンサーがデータを収集し、必要なサービ
スやフィードバックを提供する形のサービス
が望まれると考えられる。

Ⅲ	予防分野における
	 DXの課題・将来展望

1 予防医療・介護予防への
 期待と課題
これまで、データ利活用、ICTを活用した
遠隔モニタリングなどによる重症化予防を支
援する医療・介護のDXについて紹介してき
た。こうした予防技術は、逼迫する医療・介
護資源の最適化、すなわち重症化することで
多くの人的・物的リソースが消費されること
を未然に防ごうとする試みであり、被保険者
と保険者に対して医療・介護費の支出抑制効
果をもたらすと同時に、健康増進を実現する
手段の一つと考えられる。
これまでの医療・介護提供体制において
は、発症予防や予兆検知による重症化予防と
いった領域は存在してこなかった。制度的に
も疾病に罹患してから、または増悪時・身体
状態が悪化してから医療・介護サービスを受
給するという流れが原則であり、予防につい
ては個人の裁量に委ねられてきた。そのた
め、わが国の医療制度においては、予防がで
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病気やケガの予防を直接の目的としていない
こともあり、予防そのものに保険点数が付与
されるかというとその点は見通しが立たな
い。介護保険についても同様で、介護予防に
は介護保険は適用できず、市区町村が実施す
る総合事業なども財源は介護保険財源とは異
なっている。原則として、疾病への罹患や介
護状態にならないことで、経済的なメリット
を享受する保険者がインセンティブの設計お
よび支払いを進めるべきと筆者らは考えてい
る。前述した米国のように、民間保険会社が
医療保険者である場合であれば、コスト圧縮
に資するツールの積極的な活用につなげやす
い。その一方で、日本のように保険者だけで
も約3000以上存在する国では、その仕組みを
構築するにもステークホルダーの多さから一
様なルールを策定しにくい、構造的なビハイ
ンドを有している。実際、遠隔モニタリング
デバイスを用いて疾病の医学的管理を実施し
ようとした事業者の多くが、国保・企業健保
や民間生損保などの保険者の見極めを進める
ものの、複雑に入り組んだ被保険者構造や支
払いルールの煩雑さに辟易とし、足踏みをし
ているというのが実情である。

3 個人レベルでの意識・
 行動変容を促す仕掛けの構築
こうした予防DXの推進において特筆すべ
きは、ツールを活用したからといって必ずし
も予防にはつながらないという点である。予
兆や異常検知であれば、機械的な仕組みによ
って検出することは可能である。一方で予防
するには、予兆や異常の検出だけでなく、そ
れらの結果を踏まえてどのように生活や治療
姿勢を改めたかという点が重要となってく

ウエアラブルデバイスを用いた活動量計など
もデータの可視化にとどまるのみで、具体的
な医療・介護介入に至っている例は少ない。
また、現行の保険制度で診療報酬が認めてい
るものは前述したように限定的である。その
ため、遠隔モニタリングデバイスを用いたバ
イタルの確認などは、そのほとんどが既存の
診療行為の延長で進められたものである。
医療・介護分野において、こうした予兆・
異常検知を目的としたICT/IoTツールの活用
は極めて効果を望みやすい一方で、インセン
ティブの設計、診断におけるエビデンスレベ
ルの実証、通信技術を活用することによる医
療・介護情報のデータセキュリティの担保、
デバイス利用の継続性の観点においてもまだ
まだ工夫と検討の余地が多いというのが実情
である。
なお、米国では生命保険会社が保険者とし
て医療経済性を厳しく監視していることもあ
り、遠隔モニタリングの仕組みや導入実績も
豊富である。
前述のように、わが国では遠隔モニタリン
グによる状態維持や、急性増悪の抑制などが
期待できる 9疾病が整理されているが、常時
モニタリングを可能とするようなサービスは
まだ上市されていない。その背景には、わが
国の診療報酬制度では採算がとれるほどの保
険点数が付与されないといった問題のほか、
医療事故時の責任問題、多忙な医師によるモ
ニタリング負荷の上乗せ、再診の督促を禁止
する医療制度の問題など複雑な要因があり、
普及を阻害している。
ここで、こうした予防DXの実現において
最も重要な要素でもあるインセンティブの原
資について述べたい。まず、医療保険では、
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る。具体的な成果を得るには、予防DXツー
ルを通じ、本人の意識変容と行動変容の双方
を持続させ、目標達成のための自助努力を継
続させる必要がある。
昨今では、特定保健指導領域にRIZAPな
どの民間事業者が参入し、成果を挙げてい
る。当該事業者においては、対象者に受診勧
奨だけでなく、継続的な取り組みを促すため
の直接的な施策の実施を日次レベルで管理す
るなどしている。この事例から得られる示唆
は大きく、PHRにおける二次・三次予防が
オンライン診療などとつながるなどして、ツ
ールの活用の中にコーチング機能が内包され
ていることが、取り組み成功の一つの解であ
ることを示唆している。介護予防についても
同じことがいえると筆者らは考えており、介
護予防の成果を上げていくためには、地域に
おいて地域包括支援センターの職員、もしく
はかかりつけリハビリテーション専門職のよ
うな存在の関係者が身近に必要になってくる
と考えられる。介護予防であれば、保険者機
能強化推進交付金を財源とした取り組みが可
能であり、企業健保であれば、特に後期高齢
者支援金の抑制を図るといった点で経済的な
動機も生まれやすい。
上述した内容以外にも個人レベルでの意
識・行動変容を実現していくには時間をかけ
て準備すべきものが多い。実際、現状のサー
ビススキームでは十分な期待成果を得ること
は難しい。たとえば、前節で述べたような予
防DXの取り組みを推進し、期待する成果を
得るには、意識・行動を変容するための継続
的な取り組みを推進するほか、若年層からも
データを取り続け、何が予防に効果的である
かを検証するデータベースを構築していくこ

ともサービスの幅を広げる上で極めて重要で
ある。実際、現時点ではその効果的かつ確か
なデータベースも、その情報収集の仕組みさ
えもできていない。今後は、こうしたデータ
ベースの構築に加え、実際に予防が医療・介
護費の支出抑制にどういった効果を与えてい
るのか、その経済性をエビデンスとして示し
ていくことが、予防DXの本格的な普及促進
には欠かせない。
本稿が、将来の医療・介護領域における予
防DXの推進ならびに議論の活性化に寄与す
ることを期待している。

注

1	 拠出額＝加入前期高齢者の 1人当たり医療費×
総加入者数×調整幅（全国の前期高齢者の加入
率の差分）

2	 健康上の問題で日常生活が制限されることなく
生活できる期間

3	 健康保険組合などの保険者と企業が積極的に協
力し合い、労働者やその家族の健康増進を効果
的および効率的に行うこと

4	 酸素摂取量。単位時間に体内に取り込まれる酸
素量のこと

5	 何らかの原因により心臓の血液を送り出す機能
が悪くなっている状態を指す。初期症状として
息切れやむくみが起こったり、たびたび命にか
かわるほどの増悪（急性心不全）が起きたりす
る。なお、心不全はいったん発症すると完治す
ることはまれで、急性期と安定期を交互に繰り
返す

6	 65歳以上が患者の9割を占める心不全において
は、高齢者数の急激な増加に伴い、高齢心不全
患者が2025年前後に大幅に増加することが予想
されている

	 https://www.jhf.or.jp/check/heart_failure/01/
7	 自治体の介護保険の担当以外の部局が行う、ス
ポーツや生涯学習に関するもの、公園や農園を
活用したものなど、介護予防につながる取り組み
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で、民間企業・団体や社会福祉協議会など多様
な主体と連携したもの、医療機関や介護保険施
設などが自主的に行うもの、有償ボランティアな
どいわゆる就労に類するものなども含まれる
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